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 第３章 手  続 

 

Ⅰ 手続の流れ 

 １ 宅地造成又は特定盛土等に関する工事の手続の流れ 

 

 

  

図３－１－１ 宅地造成又は特定盛土等に関する工事の手続の流れ 
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 ２ 土石の堆積に関する工事の手続の流れ 

   

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

  

図３－１－２ 土石の堆積に関する工事の手続の流れ 
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Ⅱ 許可申請前の手続 

   宅地造成、特定盛土等又は土石の堆積に関する工事の許可申請の手続きは、工事の規模に

より異なるため、許可申請を行う場合は、事前に窓口で相談を行うこと。 

 

 １ 相談 

   宅地造成、特定盛土等又は土石の堆積に関する工事を行おうとする土地の区域（以下、こ

の章において「宅地造成等工事区域」という。）の面積が１ha 以上となる規模の大きい事業

等については、その土地利用が大津市国土利用計画及び大津湖南都市計画等と整合している

か、また周辺の公共施設や地域環境に与える影響等に問題が生じないかといった観点から、

事業計画を大津市土地利用問題協議会で審査することとしている。この協議会での判定や付

された条件については、十分尊重の上、事業計画に反映すること。 

   なお、宅地造成等工事区域の面積が１ha 以上の事業については、別途、滋賀県土地利用

に関する指導要綱に基づき、滋賀県に対して開発事業計画等を届け出ること。 

 

２ 事前協議（条例第４条、市細則第３条） 

大津市宅地造成等工事の手続等に関する条例第４条では、当該工事に係る関係法令手続き

など必要となる条件等について、庁内関係課及び関係機関と協議調整を行い、適法で関係課

等に合意が得られた計画とするため、事前協議を行うことを規定している。 

 事前協議の対象は、宅地造成等工事規制区域内の面積が５００㎡（特定盛土等工事規制区

域の場合は、３，０００㎡）を超える宅地造成、特定盛土等又は土石の堆積に関する工事と

し、工事主は、あらかじめ、規則で定めるところにより、当該工事の計画について、市長と

協議をしなければならない。 

 事前協議は、事前協議書を提出することから始まり、事前協議結果報告書を提出すること

で終わる。この間の概ねの事務の流れは以下のとおりとなる。 

 ①事前協議書の提出（工事主→市） 

 ②事前協議事項の通知（市→工事主） 

 ③事前協議事項の協議（市⇔工事主） 

 ④事前協議結果報告書の提出（工事主→市） 
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Ⅲ 許可申請等の手続 

１ 許可申請（法第１２条第１項・３０条第１項、省令第７条・６３条） 

  工事主は、宅地造成、特定盛土等又は土石の堆積に関する工事に着手する前に、工事の許

可を受けなければならない。許可を受けるには、「宅地造成又は特定盛土等に関する工事の

許可申請書」（様式盛２）、「土石の堆積に関する工事の許可申請書」（様式盛４）に必要な図

書を添えて申請すること。 

盛土規制法に基づく工事の許可申請にあたって、特に留意すべき規定等は以下のとおりで

あり、当該規定等を満たす書類を整えること。なお、都市計画法に基づく開発許可を要する

工事、いわゆる「みなし許可」となる工事の場合には、都市計画法及び開発許可基準等の規

定に沿って書類を整えること。 

  また、許可申請を行う際には、手数料を納入すること。手数料の金額については、「Ⅵそ

の他 ２ 申請手数料」を参照のこと。 

   ・提出部数   ２部（正本１部、副本１部） 

   ・必要な図書  「盛土規制法のチェックリスト（書類）（図面）」参照 

 

（１）工事主の資力・信用（法第１２条第２項第２号・３０条第２項第２号） 

  許可を受けるには、工事主に工事を行うために必要な資力及び信用があることが必要であ

る。表３－３－１に示す資料により、工事主の資力及び信用を確認する。 

 

表３－３－１ 工事主の資力及び信用を確認するための資料 

申
請
者
が
個
人
の
場
合 

□ 申請者に関する資力信用調書（様式盛３８） 

□ 住民票の写し（原本。許可申請日前３ヶ月以内のもの）又は、個人番号カード

のコピー（番号を黒塗りしたもの）若しくは運転免許証のコピー 

□ 資金計画書（様式盛３又は様式盛５） 

□ 納税証明書（原本。直前３年間の所得税の納税証明書） 

□ 預金残高証明書（原本。許可申請日前３ヶ月以内のもの）又は、資金借入証明

書若しくは融資証明書（原本。有効期限以内のもの） 

□ 暴力団等に該当しないことの誓約書（様式盛４０） 

□ その他市長が必要と認める図書 
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申
請
者
が
法
人
の
場
合 

□ 申請者に関する資力信用調書（様式盛３８） 

□ 登記事項証明書（原本。許可申請日前３カ月以内のもの） 

□ 役員（取締役など、法人の業務を執行する者・事業について決定権を持つ者）

の住民票の写し（原本。許可申請日前３ヶ月以内のもの）又は、個人番号カ

ードのコピー（番号を黒塗りしたもの）若しくは運転免許証のコピー 

□ 資金計画書（様式盛３又は様式盛５） 

□ 事業経歴書 

□ 納税証明書（原本。直前３年間の法人税の納税証明書） 

□ 預金残高証明書（原本。許可申請日前３ヶ月以内のもの）又は、資金借入証明

書若しくは融資証明書（原本。有効期限以内のもの） 

□ 宅地建物取引業法による免許証のコピー（宅地建物取引業者に該当する場合に

限る） 

□ 暴力団等に該当しないことの誓約書（様式盛４０） 

□ その他市長が必要と認める図書 

 

（２）工事施行者の能力（法第１２条第２項第３号・３０条第２項第３号） 

  許可を受けるには、工事施行者に工事を完成するために必要な能力があることが必要であ

る。 

  表３－３－２に示す資料により、工事施行者の能力を確認する。 

表３－３－２ 工事施行者の能力を確認するための資料 

□ 工事施行者に関する工事能力調書（様式盛３９） 

□ 建設業法による許可証明書又は許可通知書のコピー 

□ 登記事項証明書（原本。許可申請日前３カ月以内のもの）（※法人の場合） 

□ 住民票記載事項証明書（原本。許可申請日前３カ月以内のもの）（※個人の場合） 

□ 事業経歴書 

□ その他市長が必要と認める図書 

 

（３）土地所有者等の同意（法第１２条第２項第４号・３０条第２項第４号） 

   工事の許可申請にあたっては、あらかじめ、工事をしようとする土地の区域内の土地につ

いて所有権、地上権、質権（当該土地を占有する不動産質権者に限る）、賃借権、使用貸借

権を有する者、又は使用収益権（永小作権、地役権等）を有する者全ての同意を得る必要が

ある。抵当権、根抵当権、先取特権等の担保物権（当該土地を占有する不動産質権者を除く）

は同意の対象ではない。また、建築物又は工作物のみに係る権利（賃貸住宅の貸借人等）の

同意も不要である。なお、権利を有する者が死亡している場合は、全ての相続人の同意及び

相続関係を証明する書類が必要である。 

  表３－３－３に示す資料により、土地所有者等の同意を確認する。 
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表３－３－３ 土地所有者等の同意を確認するための資料 

 

（４）住民への周知（法第１１・２９条、省令第６条・６２条、市細則第５条） 

   許可申請にあたっては、あらかじめ、周辺地域の住民に対し、説明会の開催その他の方法

により、当該工事の内容を周知する必要がある。 

   周知の方法、周知の内容及び周辺地域を示す周知の範囲は、次のとおりとし、当該工事の

現場条件や工事内容、地域住民の意向等を踏まえた周知計画について、事前に市長と協議の

上、周知を行うこと。 

  表３－３－４に示す資料により、住民への周知を確認する。 

  なお、周知後に計画に大幅な変更が生じた場合は、変更計画について再度周知を行うこと。 

 

表３－３―４ 住民への周知を確認するための資料 

共通 

□ 事前周知結果報告書（様式盛３７） 

□ 周知方法に関する地域住民の代表者等との協議録 

□ 工事車両の通行ルート及び安全対策を示した位置図等 

説明会を開催する場合 

□ 説明会案内文書及び説明会開催の周知（案内文書の配布）範囲

がわかる位置図等 

□ 説明会参加者名簿のコピー 

□ 説明会配布資料 

□ 説明会の協議録（開催日時、場所、工事主側の出席者、参加者

意見及びそれに対する回答等が明記されたもの） 

□ その他市長が必要と認める書類 

書面配布の場合 

□ 配布範囲がわかる位置図等及び配布した地域住民の一覧表（位

置図及び一覧表の住民に番号等を付し、対象が確認できるも

の） 

□ 配布資料 

□ 配布を行った記録（配布日時、配布者、配布状況（手渡し、ポ

スト投函など）、地域住民の意見及びそれに対する回答等が明

記されたもの） 

□ その他市長が必要と認める書類 

□ 施行同意書（様式盛３５） 

□ 実印及び印鑑登録証明書（原本。同意日から１カ月以内のもの）又は個人番号カード

のコピー（番号を黒塗りしたもの）若しくは運転免許証のコピー（※個人の場合） 

□ 実印及び印鑑登録証明書（原本。同意日から１カ月以内のもの）（※法人の場合） 

□ その他市長が必要と認める図書 
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掲示及びインターネッ

トによる場合 

□ 掲示物の設置場所がわかる位置図等 

□ 掲示物の設置状況の写真（遠景と近景） 

□ インターネットの掲載ページの印刷物（URL 含む） 

□ 掲示及びインターネットの掲載を行った記録（掲示等の期間、

地域住民からの問い合わせの有無並びに「有」の場合の問い合

わせ内容及びそれに対する回答等が明記されたもの） 

□ その他市長が必要と認める書類 

 

  ア 周知の方法 

    周辺地域の住民への周知の方法は、次のいずれかの方法により行うこと。ただし、地域

住民の意向や「ウ 周知の範囲」の地域住民への周知が不十分であると判断される場合な

どにおいては、次の方法を併用し、丁寧な周知に努めること。なお、高さ１５ｍ超の盛土

をする場合は、①による周知を必須とする。 

    ① 説明会の開催 

    ② 書面の配布 

    ③ 工事を行う土地又はその周辺での掲示及びインターネットの掲載 

 

  イ 周知内容 

    工事主は周辺地域の住民に対して、表３－３－５に掲げる事項を周知すること。 

 
表３－３－５ 事前周知の周知内容 

盛土等の区分 周知内容 

宅地造成又は特定盛土等に関

する工事 

①工事主の氏名又は名称 

②工事土地の所在地 

③工事施行者の氏名又は名称 

④工事の着手予定日及び完了予定日 

⑤盛土又は切土の高さ 

⑥盛土又は切土をする土地の面積 

⑦盛土又は切土の土量 

⑧工事土地の利用目的 

⑨工事時間 

⑩工事車両の通行ルート及び安全対策 

⑪工事土地と隣接地の境界沿いに擁壁等構造物の設置や盛

土又は切土をする場合にあっては、その境界部の処理方

法、擁壁水抜き穴からの排水処理 

⑫工事土地の雨水排水処理方法 

⑬その他市長が必要と認めるもの 
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土石の堆積に関する工事 

①工事主の氏名又は名称 

②工事土地の所在地 

③工事施行者の氏名又は名称 

④工事の着手予定日及び完了予定日 

⑤土石の堆積の最大堆積高さ 

⑥土石の堆積を行う土地の面積 

⑦土石の堆積の最大堆積土量 

⑧工事土地の利用目的 

⑨工事時間 

⑩工事車両の通行ルート及び安全対策 

⑪工事土地の雨水排水処理方法 

⑫その他市長が必要と認めるもの 

 

ウ 周知の範囲 

    周知を行う範囲は、盛土等の区分に応じて表３－３－６に示すとおりとする。 

 

表３－３－６ 事前周知の周知範囲 

盛土等の区分 周知範囲 

平地盛土 

切土 

土石の堆積 

 

※宅地造成等工事区域

の面積が５００㎡以下

である場合には、①及

び④のみとしてよい 

① 宅地造成等工事区域から水平距離２０ｍ以内に存する土地及

び建築物の所有者、管理者及び居住者等並びにこれらの者が

属する自治会等の代表者 

② 当該工事の施行に要する工事車両の運行経路及び宅地造成等

工事区域を往来する車両の主要な経路となる道路のうち、宅

地造成等工事区域から幅員６．５ｍ以上の道路に至るまでの

道路に面する建築物の所有者、管理者及び居住者並びにこれ

らの者が属する自治会等の代表者 

③ 宅地造成等工事区域及びその周辺の地域の自治会が加入する

自治連合会等の代表者及び当該代表者が説明を要すると認め

た者 

④ ①から③までに定める者のほか、当該工事により影響を受け

る者であって、市長が必要と認めたもの 



 - 33 -  

腹付け盛土 

 

※①の範囲は参考図１

を参照のこと 

① 盛土のり肩までの高さｈに対して盛土のり肩から下方の水平

距離５ｈ以内（水平距離５ｈが２０ｍに満たない場合にあっ

ては、宅地造成等工事区域の境界から水平距離２０ｍ以内）

に存する土地及び建築物の所有者、管理者及び居住者等並び

にこれらの者が属する自治会等の代表者 

② 当該工事の施行に要する工事車両の運行経路及び宅地造成等

工事区域を往来する車両の主要な経路となる道路のうち、宅

地造成等工事区域から幅員 ６．５ｍ以上の道路に至るまで

の道路に面する建築物の所有者、管理者及び居住者並びにこ

れらの者が属する自治会等の代表者 

③ 宅地造成等工事区域及びその周辺の地域の自治会が加入する

自治連合会等の代表者及び当該代表者が説明を要すると認め

た者 

④ ①から③までに定める者のほか、当該工事により影響を受け

る者であって、市長が必要と認めたもの 

谷埋め盛土等 

 

※①の範囲は参考図

２、④の範囲は参考図

１を参照のこと 

① 宅地造成等工事区域の下流の渓床勾配が２度以上の範囲に存

する土地及び建築物の所有者、管理者及び居住者等並びにこ

れらの者が属する自治会等の代表者 

② 当該工事の施行に要する工事車両の運行経路及び宅地造成等

工事区域を往来する車両の主要な経路となる道路のうち、宅

地造成等工事区域から幅員 ６．５ｍ以上の道路に至るまで

の道路に面する建築物の所有者、管理者及び居住者並びにこ

れらの者が属する自治会等の代表者 

③ 宅地造成等工事区域及びその周辺の地域の自治会が加入する

自治連合会等の代表者及び当該代表者が説明を要すると認め

た者 

④ 盛土のり肩までの高さｈに対して盛土のり肩から下方の水平

距離５ｈ以内（水平距離５ｈが２０ｍに満たない場合にあっ

ては、宅地造成等工事区域の境界から水平距離２０ｍ以内）

に存する土地及び建築物の所有者、管理者及び居住者等 

⑤ ①から④までに定める者のほか、当該工事により影響を受け

る者であって、市長が必要と認めたもの 

参考図１ 
 

参考図２ 
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（５）設計者の資格（法第１３条第２項・３１条第２項、政令第２２・３１条、省令第３５条、建設省告示第

１００５号） 

  宅地造成等工事区域において行われる宅地造成又は特定盛土等に関する工事のうち、以下

の工事については、表３－３－８に示す資格を有する者が設計しなければならない。 

  ・高さが５ｍを超える擁壁の設置 

  ・盛土又は切土をする土地の面積が１，５００㎡を超える土地における排水施設の設置 

  表３－３－７に示す資料により、設計者の資格を確認する。 

 

表３－３－７ 設計者の資格を確認するための資料 

□ 設計者資格調書（様式盛３４） 

□ 卒業証明書のコピー、講習修了証明書のコピー又は、技術士若しくは一級建築士の資

格証明書のコピー 

□ その他市長が必要と認める図書 
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表３－３－８ 設計者の資格 

設計者の資格 

１ 学校教育法による大学(短期大学を除く。)又は旧大学令による大学において、正規

の土木又は建築に関する課程を修めて卒業した後、土木又は建築の技術に関して２年

以上の実務の経験を有する者であること。 

 

２ 学校教育法による短期大学において、正規の土木又は建築に関する修業年限３年の

課程(夜間において授業を行うものを除く。)を修めて卒業した後、土木又は建築の技

術に関して３年以上の実務の経験を有する者であること。 

 

３ 前号に該当する者を除き、学校教育法による短期大学若しくは高等専門学校又は旧

専門学校令による専門学校において、正規の土木又は建築に関する課程を修めて卒業

した後、土木又は建築の技術に関して４年以上の実務の経験を有する者であること。 

 

４ 学校教育法による高等学校若しくは中等教育学校又は旧中等学校令による中等学校

において、正規の土木又は建築に関する課程を修めて卒業した後、土木又は建築の技

術に関して７年以上の実務の経験を有する者であること。 

 

５ 国土交通大臣が１から４のいずれかに該当する者と同等以上の知識及び経験を有す

る者であると認めた者。 

  ア 学校教育法による大学（短期大学を除く。）の大学院若しくは専攻科又は旧大学

令による大学の大学院若しくは研究科に１年以上在学して土木又は建築に関する

事項を専攻した後、土木又は建築の技術に関して１年以上の実務の経験を有する

者 

   

  イ 技術士法による第二次試験のうち技術部門を建設部門、農業部門（選択科目を

「農業農村工学」とするものに限る。）、森林部門（選択科目を「森林土木」と

するものに限る。）又は水産部門（選択科目を「水産土木」とするものに限

る。）とするものに合格した者（技術士法施行規則の一部を改正する省令（平成

十五年文部科学省令第三十六号）の施行の際に現に技術士法による第二次試験の

うちで技術部門を林業部門（選択科目を「森林土木」とするものに限る。）とす

るものに合格した者及び技術士法施行規則の一部を改正する省令（平成二十九年

文部科学省令第四十五号）の施行の際に現に技術士法による第二次試験のうちで

技術部門を農業部門（選択科目を「農業土木」とするものに限る。）とするもの

に合格した者を含む。） 

 

  ウ 建築士法による一級建築士の資格を有する者 

 

  エ 土木又は建築の技術に関して１０年以上の実務の経験を有するもので都市計画法

施行規則第１９条第１号トに規定する講習を修了した者 

  

  オ アからエのいずれかに該当する者のほか、国土交通大臣が政令第２２条第１号か

ら第４号に掲げる者と同等以上の知識及び経験を有すると認める者 
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２ 変更許可の申請（法第１６条第１項・３５条第１項、省令第３７条・６７条） 

工事の許可を受けた者は、当該許可に係る工事の計画を変更しようとする場合には、省令

第３８条に定める軽微な変更を除き、市長の許可を受けなければならない。 

  なお、変更の許可後は、許可基準、許可の付帯条件、許可事項の公表が適用されるほか、

その内容に応じて、中間検査、定期報告、完了検査等が必要となる。 

  

工事の変更を行う場合は、「宅地造成又は特定盛土等に関する工事の変更許可申請書」（様

式盛７）又は「土石の堆積に関する工事の変更許可申請書」（様式盛８）に、変更に関する

図書を添えて提出すること。 

また、変更許可申請を行う際には、手数料を納入すること。手数料の金額については、

「Ⅵその他 ２ 申請手数料」を参照のこと。 

   ・提出部数   ２部（正本１部、副本１部） 

・必要な図書  変更に関する図書 

 

３ 軽微な変更の届出（法第１６条第２項・３５条第２項、省令第３８条・６８条） 

  工事の許可を受けた者で、次の表３－３－９に掲げる軽微な変更をした場合においては、

「軽微変更届」（様式盛３３）に、変更に関する図書を添えて提出すること。 

 

表３－３－９ 軽微な変更に該当する事項 

宅地造成又は特定盛土等に関する工事の変更 土石の堆積に関する工事の変更 

・工事主の氏名若しくは名称又は住所※１ 

・設計者の氏名若しくは名称又は住所※２ 

・工事施行者の氏名若しくは名称又は住所※２ 

・工事の着手予定年月日又は完了予定年月日 

・工事主の氏名若しくは名称又は住所※１ 

・設計者の氏名若しくは名称又は住所※２ 

・工事施行者の氏名若しくは名称又は住所※２ 

・当該変更後の工事予定期間が当該変更前の

工事予定期間を超えない工事の着手予定年

月日又は工事の完了予定年月日※３ 

※１ 一般承継に限る。特定承継となる場合は、許可の取り直しとなる。 

※２ 主体が変更される場合は、変更許可の手続きが必要となる。 

※３ 土石の堆積に関する工事について、変更前の工事予定期間を超える変更は、軽微変更

ではなく変更許可の手続きが必要 

   ・提出部数   １部 

・必要な図書  「盛土規制法のチェックリスト（書類）（図面）」参照 
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Ⅳ 許可申請後の手続 

 

１ 工事の標識の掲示（法第４９条・省令第８７条） 

  許可を受けた工事主又は届出をした工事主は、当該許可又は届出に係る土地の見やすい場

所に、標識を掲げなければならない。標識は、「宅地造成又は特定盛土等に関する工事の標

識」（様式盛２３）又は「土石の堆積に関する工事の標識」（様式盛２４）によるものとする。 

  なお、みなし許可の工事も本事項の対象となるため、留意すること。 

 

２ 工事着手日等の届出（市細則第９条） 

  許可を受けた工事主又は届出をした工事主は、工事に着手する７日前までに、現場管理者

を定めた上で、「工事着手届」（様式盛４４）に必要な図書を添えて提出すること。 

なお、みなし許可の工事も本事項の対象となるため、留意すること。 

   ・提出部数   １部 

・必要な図書  実施工程表、工事標識の写真（近景、遠景）、位置図（標識設置場所

のわかるもの） 

 

３ 工事の廃止の届出（市細則第１２条） 

  許可を受けた工事を廃止するときは、「工事廃止届」（様式盛４６）に必要な図書を添えて

提出すること。なお、既に工事に着手している場合においては、廃止にあたって防災上の措

置が必要と判断されるときには、その措置を講じなければ、届出の提出を認めないので留意

すること。 

   ・提出部数   １部 

・必要な図書  位置図、土地利用計画平面図 

（既に着手している工事を廃止する場合） 

・防災上の措置が終了していることを証する図書 

・廃止した時点の土地の現況図（縮尺５００分の１以上） 

 

４ 定期報告（法第１９条・３８条、政令第２５条・３３条、省令第４８から５０条まで、７８条から８０条、

条例第６条） 

   表３－４－１の規模の工事は、工事着手年月日から３ヶ月ごとに表３－４－２に掲げる

事項を市長に報告しなければならない。報告にあたっては、「定期報告書」（様式盛４９）

に必要な図書を添えて提出すること。 

  なお、みなし許可の工事も定期報告の対象となるため、留意すること。 

   ・提出部数   １部 

・必要な図書  報告事項の内容がわかる現地写真、盛土材料の土質区分及び工学的分
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類を証する書類、盛土の締固め度を確認できる書類 

 

表３－４－１ 定期報告を要する規模 

工事種別 定期報告を要する規模 

宅地造成又は

特定盛土等に

関する工事 

① 盛土で高さが２ｍ超の崖を生じるもの 

② 切土で高さが５ｍ超の崖を生じるもの 

③ 盛土と切土を同時に行って、高さ５ｍ超の崖を生じるもの（①、②を

除く） 

④ 盛土で高さ５ｍ超のもの（①、③を除く） 

⑤ 前後の地盤面の標高差が３０ｃｍを超える盛土又は切土の面積が 

３，０００㎡を超えるもの（①から④を除く） 

土石の堆積に

関する工事 

⑥ 堆積の高さが５ｍ超かつ面積１，５００㎡超のもの 

⑦ ⑥に該当しない地盤面と土石の表面の標高差が３０ｃｍを超える土石

の堆積を行う土地の面積が３，０００㎡超のもの 

 

表３－４－２ 定期報告書で報告すべき事項 

工事種別 報告事項 

宅地造成又は特定盛土等

に関する工事 

（ア～エ 省令で規定） 

（オ～キ 条例で規定） 

報告の時点における以下の事項 

 ア 盛土又は切土の高さ 

 イ 盛土又は切土の面積 

 ウ 盛土又は切土の土量 

 エ 擁壁等に関する工事の施行状況 

 オ 防災上講じた措置の状況 

カ 盛土材料 

キ 盛土の締固めの程度 

土石の堆積に関する工事 

（ア～エ 省令で規定） 

（オ 条例で規定） 

報告の時点における以下の事項 

 ア 土石の堆積の高さ 

 イ 土石の堆積の面積 

 ウ 堆積されている土石の土量 

 エ 前回の報告の時点から新たに堆積された土石の土量及

び除却された土石の土量 

オ 防災上講じた措置の状況 

 
５ 中間検査（法第１８条・３７条、政令第２３条・２４条・３２条、省令第４５から４７条、第７５から 

７７条、条例第５条） 

表３－４－１の規模の工事のうち、以下の特定工程を含む工事については、法第１８条及

び第３７条に基づく中間検査を受検しなければならない。 

・盛土をする前の地盤面又は切土をした後の地盤面に排水施設を設置する工事の工程（政

令で規定） 

・５ｍを超える擁壁等の構造物の設置又は１５ｍを超える盛土を行う場合において、当該

建造物の設置又は盛土を行うに当たり行う地盤改良又は地盤の支持強度を確保するため
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の工事の工程（条例で追加） 

中間検査の受検にあたっては、当該特定工程に係る工事を終えた日から４日以内の日に、

「宅地造成又は特定盛土等に関する工事の中間検査申請書」（様式盛１３）に必要な図書を

添えて提出し、検査を申請すること。 

検査の結果、当該特定工程に係る工事が技術的基準に適合していれば、中間検査合格証を

交付するものとし、中間検査合格証の交付を受けた後でなければ、当該特定工程後の工程に

着手してはならない。また、みなし許可の工事も中間検査の対象となるため、留意すること。 

 ・提出部数   １部 

・必要な図書  大津市開発事業等工事検査要領の別記「開発事業等に係る工事の完了

届から検査済証の交付まで」を参照すること。 

 

 注：法に基づく中間検査とは別に、『大津市開発事業等工事検査要領』及び『開発事業等

に係る工事検査の実施方法』に基づく中間検査が必要な場合がある。 

 

６ 完了検査等（法第１７条・第３６条、省令第３９から４４条、第６９から７４条） 

 （１）宅地造成又は特定盛土等に関する工事 

    許可を受けた工事が完了したときは、工事が完了した日から４日以内に「宅地造成又

は特定盛土等に関する工事の完了検査申請書」（様式盛９）に必要な図書を添えて提出

し、完了検査を申請すること。検査の結果、その工事が技術基準に適合していれば、検

査済証を交付する。    

   ・提出部数   １部 

・必要な図書  大津市開発事業等工事検査要領の別記「開発事業等に係る工事の完了

届から検査済証の交付まで」を参照すること。 

   

 （２）土石の堆積に関する工事 

    許可を受けた全ての土石の除去が完了したときは、工事が完了した日から４日以内に

「土石の堆積に関する工事の確認申請書」（様式盛１１）に必要な図書を添えて提出し、

完了確認を申請すること。検査の結果、その工事が技術基準に適合していれば、確認済

証を交付する。 

   ・提出部数   １部 

・必要な図書  大津市開発事業等工事検査要領の別記「開発事業等に係る工事の完了

届から検査済証の交付まで」を参照すること。 
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Ⅴ その他の手続 

１ 特定盛土等規制区域内の工事の届出 

（１） 工事の届出（法第２７条第１項、省令第５８条） 

特定盛土等規制区域内において、図２－２－２に示す届出対象の規模に該当する工事

は、工事に着手する日の３０日前までに「特定盛土等に関する工事の届出書」（様式盛

１９）又は「土石の堆積に関する工事の届出書」（様式盛２０）に必要な図書を添えて

提出すること。 

    ・提出部数   １部 

・必要な図書  「盛土規制法のチェックリスト（書類）（図面）」参照 

 

（２）工事の届出の変更（法第２８条第１項、省令第６１条） 

    特定盛土等規制区域内において行われる工事の工事主は、届出に係る工事の計画を変

更しようとする場合には、変更後の工事に着手する日の３０日前までに「届出工事変更

届出書」（様式盛４５）に変更に関する図書を添えて提出すること。 

    ・提出部数   １部 

・必要な図書  変更に関する図書 

 

２ 宅地造成等工事規制区域又は特定盛土等規制区域指定時の届出 

（１）工事の届出（法第２１条第１項・第４０条第１項、省令第５２条・８２条） 

   宅地造成等工事規制区域又は特定盛土等規制区域を新たに指定する際において、当該

規制区域内において行われている表３－５－１の規模以上となる宅地造成、特定盛土等

又は土石の堆積に関する工事の工事主は、その指定があった日から２１日以内に「宅地

造成又は特定盛土等に関する工事の届出書」（様式盛１５）又は「土石の堆積に関する

工事の届出書」（様式盛１６）に表３－５－２に掲げる書類を添えて提出すること。 

     ・提出部数   １部 

 

表３－５－１ 規制区域指定時に届出を要する規模 

届出が必要な工事  【 】内の数値は表３－５－２のＢに該当する規模 

宅地造成又は特定盛土等に関する工事 

１．盛土で高さが１ｍ【２ｍ】超の崖を生じるもの 

２．切土で高さが２ｍ【５ｍ】超の崖を生じるもの 

３．盛土と切土を同時に行って、高さ２ｍ【５ｍ】超の崖を生じるもの（１、２を除

く） 

４．盛土で高さ２ｍ【５ｍ】超のもの（１、３を除く） 

５．前後の地盤面の標高差が３０ｃｍを超える盛土又は切土の面積が５００㎡ 

【３，０００㎡】を超えるもの（１から４を除く） 
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土石の堆積に関する工事 

６．土石の堆積で堆積の高さが２ｍ【５ｍ】超かつ面積３００㎡【１，５００㎡】超の

もの 

７．６に該当しない土石の堆積で、地盤面と土石の表面の標高差が３０ｃｍを超える土

石の堆積を行う土地の面積が５００㎡【３，０００㎡】を超えるのもの 

 

表３－５－２ 規制区域指定時の届出に必要な図書 

 

（２）工事の届出の変更（市細則第１１条） 

法第２１条第１項又は第４０条第１項の届出をした工事の計画の変更をしようとするとき

は、「届出工事変更届出書」（様式盛４５）に変更に関する図書を添えて提出すること。 

  ・提出部数   １部 

  ・必要な図書  変更に関する図書 

 

 ３ 擁壁、崖面崩壊防止施設、地表水等を排除するための排水施設又は地滑り抑止ぐい等を除

却する工事の届出 

（１） 工事の届出（法第２１条第３項・４０条第３項、省令第５５条・８５条） 

規制区域内の土地において、以下の工事を行おうとする者は、工事に着手する１４日前ま

でに、「擁壁等に関する工事の届出書」（様式盛１７）に、必要な図書を添えて提出すること。 

    ・高さが２ｍを超える擁壁又は崖面崩壊防止施設の全部又は一部の除却 

・地表水等を排除するための排水施設の全部又は一部の除却 

・地滑り抑止ぐい等の全部又は一部の除却 

    ・提出部数   １部 

・必要な図書  「盛土規制法のチェックリスト（書類）（図面）」参照 

 

（２）工事の届出の変更（市細則第１１条） 

法第２１条第３項又は第４０条第３項の届出をした工事の計画の変更をしようとするとき

は、「届出工事変更届出書」（様式盛４５）に変更に関する図書を添えて提出すること。 

    ・提出部数   １部 

・必要な図書  変更に関する図書 

提出書類 Ａ Ｂ 

□ 位置図 

□ 工事の土地及び周辺の写真 

□ 委任状（工事主以外が届出する場合） 

〇 〇 

□ 地形図（現況平面図） 

□ 土地の平面図（造成計画平面図） 
－ 〇 
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 ４ 公共施設用地から宅地又は農地等への転用の届出 

（法第２１条第４項・４０条第４項、省令第５６条・８６条） 

    規制区域内の土地において、公共施設用地を宅地又は農地等に転用した者は、１４日以

内に、「公共施設用地の転用の届出書」（様式盛１８）に、必要な図書を添えて提出するこ

と。 

・提出部数   １部 

・必要な図書  「盛土規制法のチェックリスト（書類）（図面）」参照 

 

５ 盛土規制法に適合していることの証明書の交付（省令第８８条） 

    建築基準法において、盛土規制法が建築基準関係規定に位置付けられていることに伴い、

建築確認に際し、盛土規制法に適合していることを証する書面（以下、「証明書」という。）

が必要な場合は、証明書の交付を申請することができる。 

 証明書の交付を受けようとするときは、「適合工事証明申請書」（様式盛５０）に必要な

図書を添えて提出すること。 

また、証明書の申請を行う際には、手数料を納入すること。手数料の金額については、

「Ⅵその他 ２ 申請手数料」を参照のこと。 

    ・提出部数   ２部（正本１部、副本１部） 

・必要な図書  「盛土規制法のチェックリスト（書類）（図面）」参照 

 

   ※盛土規制法施行規則第８８条協議確認申請書 

証明書の交付を求める工事の計画敷地が市街化区域の５００㎡以下の場合など一定の

条件を満たすときは、証明書の交付に替えて必要書類を簡略化した手続となる協議確認

書による対応も行っている。 

協議確認を受けようとする場合は、「盛土規制法施行規則第８８条協議確認申請書」

（様式盛６０）に必要な図書を添えて提出すること。 

    ・提出部数   ２部 

・必要な図書  「盛土規制法のチェックリスト（書類）（図面）」参照 
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Ⅵ その他 

１ 標準処理期間 

  行政手続法第６条の規定に基づき、次のとおり標準処理期間を定める。 

  申請に対する標準処理期間 

   申請の種類 標準処理期間 

宅地造成又は特定盛土等に関する工事の許可（協議成立含む） １６日 

宅地造成又は特定盛土等に関する工事の変更許可 １６日 

土石の堆積に関する工事の許可 １０日 

土石の堆積に関する工事の変更許可 １０日 

  注 ・標準処理期間は、申請を受け付けてから、許可等の処分を行うまでに通常要する標

準的な期間で、申請にあたっての事前の確認・相談・協議等の期間を含まない。 

・標準処理期間は、適正な申請を前提としているので、書類の不備等の是正を求める

ための補正に要する期間は含まない。 

・適正な申請であっても、審査のために必要な資料等の提供等を求める場合、その応

答があるまでの期間は含まない。 

・標準処理期間は、申請が提出されてから処分がされるまでの目安なので、標準処理

期間内に必ず処分がなされるとは限らない。 

 

２ 申請手数料 

（１）宅地造成又は特定盛土等に関する工事の許可 

  １ 申請手数料                           （1件につき） 

盛土又切土をする土地の面積（※１） 申請手数料（円） 

５００㎡以内   １３，０００ 

 ５００㎡超   １，０００㎡以下   ２２，０００ 

１，０００㎡超   ２，０００㎡以下   ３１，０００ 

２，０００㎡超   ３，０００㎡以下   ４５，０００ 

３，０００㎡超   ５，０００㎡以下   ５７，０００ 

５，０００㎡超  １０，０００㎡以下   ７６，０００ 

１０，０００㎡超  ２０，０００㎡以下 １２０，０００ 

２０，０００㎡超  ４０，０００㎡以下 １８０，０００ 

４０，０００㎡超  ７０，０００㎡以下 ２９０，０００ 

７０，０００㎡超 １００，０００㎡以下 ４２０，０００ 

１００，０００㎡超 ５５０，０００ 

 ※１：政令第３条で定める宅地造成及び特定盛土等に該当する土地の形質の変更を行う全ての

面積が該当。以下、「２変更許可申請手数料」においても同じ。 
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２ 変更許可申請手数料 

   ア、イ、ウの合計額（限度額５５０，０００円） 

ア．宅地造成又は特定盛土等に関する工事に係る変更設計 

（イのみに該当する場合を除く） 

 （１）盛土又は切土をする土地の面積に変更がない場合 

               ・・・区域面積に応じ、前項の金額の１０分の１ 

 （２）盛土又は切土をする土地へ新たに土地を編入する場合 

               ・・・変更前の面積に応じ、前項の金額の１０分の１ 

 （３）盛土又は切土をする土地を縮小する場合 

               ・・・縮小後の面積に応じ、前項の金額の１０分の１ 

イ．新たに盛土又は切土をする土地の編入   編入面積に応じ、前項に規定する額 

ウ．その他の変更              １１，０００円 

  

（２）土石の堆積に関する工事の許可 

  １ 申請手数料                           （1件につき） 

土石の堆積をする土地の面積（※２） 申請手数料（円） 

５００㎡以内 ９，０００  

 ５００㎡超   １，０００㎡以下 １１，０００  

１，０００㎡超   ２，０００㎡以下 １３，０００  

２，０００㎡超   ３，０００㎡以下 １６，０００  

３，０００㎡超   ５，０００㎡以下   ２２，０００  

５，０００㎡超  １０，０００㎡以下  ２５，０００  

１０，０００㎡超  ２０，０００㎡以下    ３０，０００  

２０，０００㎡超  ４０，０００㎡以下    ４２，０００  

４０，０００㎡超  ７０，０００㎡以下    ５７，０００  

７０，０００㎡超 １００，０００㎡以下   ８５，０００  

１００，０００㎡超 １００，０００  

※２：政令第４条で定める土石の堆積に該当する土石の堆積を行う全ての面積が該当。以

下、「２変更許可申請手数料」においても同じ。 

 

  ２ 変更許可申請手数料 

   ア、イ、ウの合計額（限度額１００，０００円） 

ア．土石の堆積に関する工事に係る変更設計（イのみに該当する場合を除く） 

 （１）土石の堆積をする土地の面積に変更がない場合 

            ・・・区域面積に応じ、前項の金額の１０分の１ 

 （２）土石の堆積をする土地へ新たに土地を編入する場合 

            ・・・変更前の面積に応じ、前項の金額の１０分の１ 

 （３）土石の堆積をする土地を縮小する場合 

            ・・・縮小後の面積に応じ、前項の金額の１０分の１ 

イ．新たに土石の堆積をする土地の編入   編入面積に応じ、前項に規定する額 

ウ．その他の変更             １１，０００円 
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（３）適合工事証明書（盛土規制法施行規則第８８条証明書）の交付手数料 

     １件につき ４，７００円 

 

３ 工事主の氏名等の公表 

    不法・危険盛土等を認識しやすい環境を整備することを目的として、許可された盛土等に

ついては工事主の氏名、盛土等が行われる土地の所在地等を公表する。 

［公表の対象］ 

 ・法第１２条第１項、法第３０条第１項の許可を受けた宅地造成、特定盛土等又は土石の

堆積に関する工事 

 ・法第１６条第１項、法第３５条第１項の変更許可を受けた宅地造成、特定盛土等又は土

石の堆積に関する工事 

 ・法第２１条第１項、法第４０条第１項の届出をした宅地造成、特定盛土等又は土石の堆

積に関する工事 

 ・法第２７条第１項の届出をした特定盛土等又は土石の堆積に関する工事 

 ・法第２８条第１項の変更の届出をした特定盛土等又は土石の堆積に関する工事 

 

［公表事項］ 

 ①工事主の氏名又は名称 

 ②宅地造成、特定盛土等又は土石の堆積に関する工事が施行される土地の所在地 

 ③宅地造成、特定盛土等又は土石の堆積に関する工事が施行される土地の位置図 

 ④工事の許可年月日（又は届出年月日）及び許可番号（許可を受けたもののみ） 

 ⑤工事施行者の氏名又は名称 

 ⑥工事の着手予定年月日及び工事の完了予定年月日 

 ⑦盛土若しくは切土の高さ又は土石の堆積の最大堆積高さ 

 ⑧盛土若しくは切土をする又は土石の堆積を行う土地の面積 

 ⑨盛土若しくは切土の土量又は土石の堆積の最大堆積土量 

 

 


